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第3次日野市環境基本計画 第４次日野市地球温暖化対策
実行計画

全ての環境分野に係る基本計画 CO2排出ゼロ、気候変動に対応する
具体的取り組みを推進する計画

2030年 CO2 マイナス４６％

2050年 CO2排出実質ゼロ

※ いずれも基準年（2005年）比
現時点では‐25.8％

第３次環境基本計画
第４次地球温暖化対策実行計画 策定

目標実現に向けた決意表明として、2022年１１月６日
開催の日野市環境フェアにおいて〝日野市気候非常事態
宣言〟を発出

CO２削減目標に向けた
パートナーシップによる
地域体制を「呼びかけ

日野市の気候変動に関する施策について

２０２１年（令和３年度） ２０２２年（令和４年度）

「気候非常事態宣言」の発出
パートナーシップでの取り組みを呼びかけ

２０２２年１１月６日
日野市環境フェア
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パートナーシップで取組む地球温暖化対策

気候

非常事態

市 民

教育
機関

市議会

企業
地域団体

〝諸力融合〟・パートナーシップで目標達成に
向け共創する体制づくり

気候変動に対応する日野市の〝諸力融合〟の枠組み

日野市

また、気候変動の影響は社会全体の問題であり、
人類共通の課題です。
脱炭素の取組の具体化に向けて、それぞれが
「自分事」として取り組み、また、それぞれの知見や
資源を持ち寄り、協調して気候問題に取り組む体制
づくりを目指します。

自治体の計画におけるカーボンニュートラルの目標
は事業所としての目標ではなく、地域の活動の
総体としてCO2の排出削減を目指すものであり、
住民、事業者、行政それぞれが課題や目標を
共有し、協調する地域体制を作らなければ、その
目標は実現し得ないものです。
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特に課題となるのは家庭部門・業務部門のCO２

産業, 

19.1%

家庭, 36.5%
業務, 

19.8%

運輸, 

21.5%

廃棄物, 

3.0%

日野市の部門別ＣＯ２排出量割合2018年
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日野市 部門別ＣＯ２排出量の推移

産業 家庭 業務 運輸 廃棄物

Kt-CO2

「家庭」におけるＣＯ２排出量が最も多く、微増傾向にある

カーボンニュートラル実現に向けた地域の課題

■ 産業部門は2014年以降CO２排出量が減少傾向
■ 家庭部門は近年は微減だが、長期的には微増であり、最も比率が高い
■ 業務部門は2016年以降に急速に増加している
■ 運輸部門は緩やかに減少し、2000年以降これまでに半減している
■ 廃棄物部門は最も割合が低いが、横ばいの状態

部門別で見るCO２排出量の推移

目標の達成、持続可能な社会の実現には、行政、市民、事業者の気候課題の自分事化を通じて、これまでの価値観
を転換し、行動を変容させていく事が不可欠となります。
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令和４年度 日野市の主要事業 気候市民会議〟の開催について所信表明での発言

令和５年１月 広報ひの新春対談

「パートナーシップで取組む気候変動対策」

日野市長
大坪冬彦

国立環境研究所
上級主席研究員・東京大学未来ビジョン
研究センター

江守教授

東京都公立大学法人
山本理事長

市民、地域の方々に広く気候変動の課題と日野市の取組みを知って頂くため、年初の広報で
気候変動の分野のスペシャリストお二方と市長の対談記事を掲載
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２月19日（日）
気候変動シンポジウムを開催

東京都公立大学法人
山本理事長

2021年4月に東京都公立大学
法人理事長に就任。
同年7月には国公立の大学として
初めて「気候非常事態宣言」を発
出。

基調講演

山本良一 氏

東京都公立大学法人 山本理事長に基調講演をいただき、市長との市民活動NPOとの
パネルディスカッションを実施、100名近くの市民が参加しました。

令和５年度 日野市の主要事業 気候市民会議〟の開催について

2023年 2月
気候変動シンポジウム の開催 「今日から始める気候変動アクション」
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気候市民会議 無作為抽出による参加者（市民）募集

多くの対象者に対し、半ば強制的に視覚に入る場所に情報を掲示する

豊田駅 35,718×２（2019年）71436
日野駅 26,916×２（2019年）53832
高幡不動駅 37,938 （2020年）
MAX 合計 163206×5日間 のアイキャッチ効果

3大拠点駅におけるインパクトあるポスターの掲示

気候市民会議の参加募集も企業（交通事業者）とのコラボで取組む
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1月、3月の2回、合計4500名の無作為抽出市民に通知を送付し、参加者を募りました
申込の締め切り日までに154名の市民から応募があり、そのうち、年齢構成や男女比を考慮
して40名を抽出しました。

気候市民会議 無作為抽出による参加者（市民）募集日
野
市
の
環
境
施
策
／
気
候
市
民
会
議
の
意
義
、
資
本
主
義
シ
ス
テ
ム
か
ら
の
転
換
と
問
わ
れ
る
民
主
主
義



日野市の気候変動に関する施策について

事業内容気候変動の概況

気候変動を克服し、持続可能な社
会を実現するための、社会の行動
変容・価値転換に向けた政策を、
民主主義的なプロセスの下で策定
する

これまでの経過 開催までの準備

令和3年度に地球温暖化対策実行計画を
取り纏め、計画目標を設定。
令和4年実施の「環境フェア」において「気候
非常事態宣言」を発出し、気候変動へ取り
組む地域のパートナーシップを呼びかけている。

令和5年度の気候市民会議の開催に向け
た調整。会議の企画、参加市民の抽出、
ほか参加・協力団体との調整等

令和4年度中の気候変動関連施策関係の流れ

11月6日

■ 気候市民会議の対象者の無作為抽出
通知送付（第1回） 1500通 発送R

４

・「気候非常事態宣言」 の発出

地域と企業・大学・行政のパートナーシップ

・基調講演・産官民の対談（パネルトーク）

■ 気候変動シンポジウム （気候市民会議プレイベント）

東京都公立大学法人 山本良一理事長の基調講演

日野市環境フェア2022 ＠ イオンモール多摩平の森

1月号広報 市長新春対談

パートナーシップで取組む気候変動

■ 気候市民会議の対象者の無作為抽出
通知送付（第２回） 3000通 発送

日野市環境フェアにて「気候非常事態宣言」を発出1月

２月

３月
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「気候市民会議」の展開状況

34

フランスの「気候市民会議」
2019年～

気候市民会議

気
候
市
民
会
議
の
概
要
（
く
じ
引
き
民
主
主
義
・
近
年
の
動
向
に
つ
い
て
）

日野市の「気候市民会議」 2023年8月～

9

実施（自治体以外）
札幌市
川崎市
神奈川県横浜市青葉区
埼玉県浦和美園駅周辺
実施（自治体主催）
武蔵野市 ２０２２年７月～

江戸川区
所沢市
多摩市 2023年5月～

日野市 2023年８月～

つくば市
神奈川県（逗子・葉山）
仙台市
松戸市
杉並区
市民主催
厚木市

国内における
「気候市民会議」
実施自治体



気候市民会議 無作為抽出による参加者（市民）募集

＊．日野市気候市民会議の発足と脱炭素政策への反映について（仮）

武蔵野市気候市民会議 日程と概要 多摩市気候市民会議 日程と概要

国内先行事例にみる気候市民会議の各回のアジェンダ
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気候市民会議 令和5年度のスケジュールイメージ
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日野市の気候市民会議と令和５年度の大まかな流れ

気候市民会議とは・・・
これまでに無作為抽出市民へ１月に１回目、３月に２回目の通知を発送し154名から参加希望、日野市の人口
構成・男女比に合わせて40名の参加市民を抽出、8月から12月まで毎月「気候市民会議」を開催
年度末までに政策提言を纏める

世代・性別の異
なる40名の会議
メンバーを選定

住民基本台帳
より4500名を
無作為抽出

通知送付し、応
募のあった市民か
ら参加者を選定

政 策
提 言

第1回1/19発送

気候市民会議の大まかな流れ

第1回
８/6

第2回3/28発送

1500通

3000通

9名

145名

合計
154名

第２回
９/３

第３回
10/１

第４回
1１/５

第５回
１２/10

環境フェア
2月10日

5回の会議経過の公表
政策検討プロセスの可視化

各回、３～4時間程度、前半で専門的知見を持つ講師や脱炭素の課題への事業者の
取組みなどを学び、後半でワークショップ形式で熟議し、投票による政策提案を行う。

気候市民会議
無作為抽出市民40名の参加

気候変動の実態と
気候市民会議

〝モノ〟を通じた
カーボンニュートラル

〝移動 〟を通じた
カーボンニュートラル

〝ｴﾈﾙｷﾞ‐〟を通じた
カーボンニュートラル

気候変動に関する
政策提言のまとめ

各回のテーマ
イメージ
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気候市民会議講演有識者候補と連携団体の想定日程とテーマ 登壇有識者（ゲストスピーカー） 情報提供企業・団体など
※各回１～2事業者

第１回

8月6日（日）
会場：イオンモール多摩平の
森 イオンホール

江守先生

三上先生

第２回
（モノ）

9月3日（日）
会場：日野市役所

505会議室

山口真奈美氏
（一般社団法人日本サステナブル・ラベル
協会代表理事）
持続可能なサプライチェーン、エシカル消費
サステナブルライフスタイルの提案

セブン－イレブン・ジャパン 消費・購買

日野市資源リサイクル協同組合 廃棄

（有）駒沢産業

第３回
（モビリティ）

10月1日（日）
会場：日野市役所

505会議室

井原雄人氏
（早稲田大学スマート社会技術融合研究
機構電動車両研究所 研究院客員准教授）
所沢市マチごとゼロカーボン市民会議でも講演

日野自動車 人流

佐川急便 物流

第４回
（エネルギー）

11月５日（日）
会場：多摩動物公園

磐田朋子氏（芝浦工業大学副学長） 東京ガス
富士電機

第５回
（まとめ）

12月10日（日）
会場：日野市役所

505会議室

山本良一氏（東京都公立大学法人理事長）

科学技術振興機構低炭素社会戦略センターを経て、
2017年に芝浦工大システム環境学科に着任。
2023年2月に芝浦工大初の女性副学長に就任。

2021年から東京都公立大学法人理事長に就任
同年に国公立大学として初めて「気候非常事態
宣言」を発出。
気候非常事態ネットワーク発起人・会長

今後の予定 第1回か第5回までの気候市民会議のプログラム

気
候
市
民
会
議
／
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回
の
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・
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団
体
と
日
程
・
会
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班の構成イメージ

チーフ全体統括

ファシリテーター１

ファシリテーター６

ファシリテーター２ ファシリテーター３

ファシリテーター４ファシリテーター５

チーフ チーフ

各班にファシリテー
ター（市職員）
サブファシリテー
ター（学生）を配置



令和4～５の気候市民会議と令和6年度以降の政策反映の大まかな流れ

気候市民会議 中期の行程イメージ

世代・性別の異
なる40名の会議
メンバーを選定

住民基本台帳
より4500名を
無作為抽出

通知送付し、応
募のあった市民か
ら参加者を選定

政 策
提 言

第1回1/19発送

第1回
８/6

第2回3/28発送

1500通

3000通

9名

145名

合計
15４名

第２回
９/３

第３回
10/１

第４回
1１/５

第５回
１２/10

環境フェア
2月10日

5回の会議経過の公表
政策検討プロセスの可視化

各回、３～4時間程度、前半で専門的知見を持つ講師や脱炭素の課題への事業者の取組
みなどを学び、後半でワークショップ形式で熟議し、投票による政策提案を行う。

気候変動の実態と
気候市民会議

〝モノ〟を通じた
カーボンニュートラル

〝移動 〟を通じた
カーボンニュートラル

〝ｴﾈﾙｷﾞ‐〟を通じた
カーボンニュートラル

気候変動に関する
政策提言のまとめ

気
候
市
民
会
議
／
全
体
の
流
れ
と
政
策
へ
の
反
映
プ
ロ
セ
ス

提言内容
のレビュー

庁内関係
部門などと
の調整

必要に応じて予算化、
優先度等により順次、
事業へ反映していく

実行しない施策

実行する施策

実行しない（実施で
きない）理由を明ら
かにし、公表

令和４・5年度 令和６年度～

気候市民会議
無作為抽出市民40名の参加

第4次地球温暖化対策実行計画
目標達成ロードマップ（仮）への反映
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日野市の気候市民会議の政策提言の活用イメージ案（地域）について

気候市民会議終了後 そのアウトプットをどのように活用し、展開していくのか

気候市民会議
政策提言
（2024年3月）

行政政策・施策への市民意向・意見の反映 （ミニパブリックスによる直接民主主義的プロセス）

市民・地域

行政・事業者・大学など

市内部

■ 地球温暖化対策実行計画（Ｒ3)の具体化 施策ロードマップ へ反映
施策の実施主体、実施効果、優先度等の整理の上、実現性・実施効果の高いものから着手。
※ その際、予算・人員等のリソースと合わせた検討が必要

■ 市のレベルで実施できないものは、国や都への要請等を検討する
■ 各関係部門と調整の上、実施しない（できない）施策はその理由を明示し、公表する。
■ 各部門が主体的な問題認識の下で事業を行なう体制づくり（気候庁内（職員）会議、部門予算枠、

脱炭素施策評価など）

事業者

■ 市民会議の事業者への提言書を取り纏めたパンフレットの配布 （SDGs登録企業・ 事業者に期待する事）
■ 気候変動パートナー制度、ベストプラクティスの表彰などを検討

■ 参加した市民の活動の継続に繋がる仕掛け （気候市民会議の広域ネットワークイベント等）
■ 参加できなかった市民などへのアプローチ （環境フェア（2月）など）

■ 高校や大学等との連携、気候YOUTH会議・アクション（仮）、地域コミュニティ活動へのアプローチ

市 民

地域への波及、多世代への展開

他の地域への波及
■ 気候市民会議自治体ネットワーク（仮）会議 都内実施自治体、検討自治体で意義の深堀、取組み共有

東京都（環境局）への参加要請

脱炭素の
目標実現
に向けた
地域体制
の構築


